
（単位：百万円） 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

概算要求額
うち　一般会計及び

東日本大震災復興特別会計
うち　エネルギー対策特別会計

（電源開発促進勘定）

運営費交付金

　福島原子力事故対応の研究・技術開発等 6,581 6,948 3,474 3,474
東京電力福島第一原子力発電所の廃止措置等に直接的に活用され
る技術開発に貢献するとともに、今後必要とされる技術開発に必須
となる基盤的データ取得等の研究を積極的に推進する。

　安全研究・防災支援 1,481 1,612 1,099 513

東京電力福島第一原子力発電所の事故を踏まえて、重要性が再認
識された安全性向上に向けた研究を推進し、安全規制の技術的支
援を通じて原子力の安全確保に貢献する。また、核不拡散政策研
究、核不拡散技術開発を推進するとともに、指定公共機関として原
子力災害発生時には国、地方自治体等への技術的支援等を行う。

　原子力科学研究 6,214 6,975 6,667 308

放射性廃棄物の減容化・有害度低減のための分離変換サイクルの
研究開発や、水素製造を含めた多様な産業利用が見込まれ、固有
の安全性を有する高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発を
進める。また、原子力特有の科学技術基盤を維持・強化するための
基礎基盤研究や、中性子施設等を活用した原子力物質科学研究を
推進する。これらにより、我が国の原子力利用に係る技術の高度化
と共通的科学技術基盤の形成を図り、新たな原子力技術を創出す
る。さらに、ＦＣＡ燃料についてプルトニウムの処理処分を推進しつ
つ、核セキュリティに関する研究を実施する。JRR-3等の原子炉施設
の着実な運転再開とその後の施設の利用による原子力科学の推進
を図る。

　高速炉研究開発 25,272 26,530 - 26,530

高速増殖炉「もんじゅ」については、原子力関係閣僚会議の決定を
踏まえ、安全対策・維持管理を確実に実施しつつ、廃止措置に向け
た必要な取組を実施する。高速炉研究開発については、「戦略ロード
マップ」に基づき、原子力を取り巻く社会環境の変化に応じ、国際動
向との整合性を十分勘案しながら、ニーズ対応型研究開発基盤の安
全・安定な維持管理を継続しつつ、国際協力も活用して、安全性の
強化、放射性廃棄物の減容・有害度の低減に関する基盤の確立に
向けた取組を行う。

　バックエンド研究開発 38,824 48,202 4,341 43,861

高レベル放射性廃棄物の処分事業と安全規制に貢献する基盤研究
開発等を実施する。また、再処理施設の安全上の潜在的なリスクの
低減等を図るため、高レベル放射性廃液のガラス固化体への安定
化処理等に必要な取り組みを行う。さらに、自らの原子力施設の廃
止措置及び放射性廃棄物の処理処分や、関連する技術開発を、安
全、計画的かつ合理的に進める。

　うち、高レベル放射性廃棄物処分技術研究開発 5,461 5,840 - 5,840
深地層の研究施設などを活用した、深地層の科学的研究、地層処
分技術や安全評価手法の適用性の確認等の地層処分事業と安全
規制に貢献する基盤研究開発を実施する。

　うち、再処理技術開発 10,478 12,237 - 12,237

平成30年6月に認可された廃止措置計画に基づき、当面は、高放射
性廃液のガラス固化体への安定化処理等を最優先で進める。また、
主要な再処理施設の廃止措置に着手するため、再処理設備に残存
している核燃料物質を取り出すための工程洗浄運転に向けた準備を
実施するとともに、工程洗浄運転を実施する。

　うち、廃止措置・放射性廃棄物処理処分研究開発 22,886 30,125 4,341 25,784

自らの原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理処分や関
連する技術開発を、安全、着実かつ計画的に進める。また、「ふげ
ん」使用済燃料の搬出や研究施設等から発生する低レベル放射性
廃棄物の埋設事業を進めるとともに、ＴＲＵ廃棄物の処分に必要な
経費を拠出する。

　連携強化・社会要請対応活動 4,009 7,862 610 7,253

共同研究、技術移転等の産学官連携の推進、国際機関の活動等へ
の協力、人材育成に取り組むとともに、原子力情報を収集・提供し、
研究成果を内外に発信する。また、広聴・広報活動、研究開発活動
支援のための研究情報管理等を実施する。

　安全確保対策・安全対応 10,050 30,309 4,715 25,594
原子力施設の安全を確保するため、安全・防護活動、放射線管理、
設備機器等の保守保全、核物質防護、Pu2汚染事象を受けたMOX
燃料の集約化、高経年化対策、新規制基準対応等を実施する。

　人件費、共通業務費、管理費 49,372 49,868 21,103 28,765 役職員人件費。各研究所のユーティリティ等の維持管理費等。租税公課等一般管理費。

施設整備費補助金 0 5,317 3,606 1,711 JRR-3の耐震補強工事や核燃料サイクル工学研究所特別高圧変電所の整備等を行う。

合　計　額 141,803 183,624 45,614 138,009

うち、政府支出金 132,443 176,657 45,260 131,397

※予算上の収入見合経費1,282百万円（1,282百万円）（一般会計及び東日本大震災復興特別会計：565百万円（565百万円）、エネルギー対策特別会計：717百万円
（717百万円））は含んでいません。

※単位未満四捨五入の関係で合計の数字が一致しないことがあります。
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